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（
財
政
金
融
委
員
会
）

租
税
特
別
措
置
の
整
理
及
び
合
理
化
を
推
進
す
る
た
め
の
適
用
実
態
調
査
及
び
正
当
性
の
検
証
等
に
関
す
る
法

律
案
（
直
嶋
正
行
君
外
八
名
発
議
）
（
参
第
九
号
）
要
旨

本
法
律
案
は
、
租
税
特
別
措
置
の
整
理
及
び
合
理
化
を
推
進
し
、
も
っ
て
納
税
者
が
納
得
で
き
る
公
平
で
、
か
つ
、
透
明
性

の
高
い
税
制
の
確
立
に
寄
与
す
る
た
め
、
租
税
特
別
措
置
に
関
し
、
基
本
理
念
を
定
め
、
国
の
責
務
等
を
明
ら
か
に
す
る
と
と

も
に
、
適
用
実
態
調
査
及
び
正
当
性
の
検
証
等
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一

法
律
の
目
的

租
税
特
別
措
置
（
租
税
特
別
措
置
法
で
設
け
ら
れ
る
国
税
に
関
す
る
特
例
全
般
）
に
関
し
、
基
本
理
念
、
国
の
責
務
等
、

適
用
実
態
調
査
及
び
正
当
性
の
検
証
（
租
税
特
別
措
置
に
つ
い
て
、
相
当
性
・
有
効
性
・
公
平
性
と
い
っ
た
正
当
性
に
関
す

る
事
項
を
確
認
す
る
こ
と
。
）
等
に
つ
い
て
定
め
、
整
理
合
理
化
を
推
進
し
、
も
っ
て
「
公
平
・
透
明
・
納
得
」
の
税
制
の

確
立
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

二

基
本
理
念

１

租
税
特
別
措
置
に
つ
い
て
は
、
絶
え
ず
そ
の
廃
止
を
含
め
た
見
直
し
が
行
わ
れ
る
も
の
と
し
、
か
つ
、
そ
の
見
直
し
は
、
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そ
の
適
用
実
態
が
明
ら
か
に
さ
れ
、
正
当
性
の
検
証
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
行
わ
れ
る
。

２

租
税
特
別
措
置
の
新
設
・
変
更
は
、
で
き
る
限
り
合
理
的
な
推
計
が
行
わ
れ
、
正
当
性
に
つ
い
て
十
分
に
検
討
さ
れ
た

上
で
、
行
わ
れ
る
。

三

国
の
責
務
・
納
税
者
の
責
務

国
は
、
租
税
特
別
措
置
の
整
理
合
理
化
を
推
進
す
る
責
務
を
有
す
る
と
と
も
に
、
納
税
者
は
、
適
用
実
態
調
査
に
協
力
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

四

適
用
実
態
調
査

財
務
大
臣
は
、
租
税
特
別
措
置
ご
と
に
、
納
税
者
に
増
減
額
明
細
書
の
添
付
を
求
め
る
等
の
方
法
に
よ
り
、
適
用
実
態
調

査
を
行
い
、
毎
会
計
年
度
終
了
後
七
月
以
内
に
、
正
当
性
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
の
財
務
大
臣
の
意
見
を
付
け
て
、
次
に

掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
報
告
書
を
国
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

１

租
税
特
別
措
置
ご
と
の
適
用
数
及
び
そ
の
見
込
数
と
の
差

２

租
税
特
別
措
置
ご
と
の
増
減
収
額
及
び
そ
の
見
込
額
と
の
差

３

租
税
特
別
措
置
ご
と
に
作
成
し
た
統
計
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４

法
人
税
減
免
措
置
（
法
人
税
を
軽
減
し
、
又
は
免
除
す
る
租
税
特
別
措
置
）
の
適
用
を
受
け
る
法
人
等
の
名
称
、
減
免

額
等

五

適
用
実
態
調
査
の
結
果
を
踏
ま
え
た
財
務
大
臣
に
よ
る
検
討

財
務
大
臣
は
、
適
用
実
態
調
査
の
結
果
を
踏
ま
え
、
租
税
特
別
措
置
ご
と
に
、
行
政
機
関
の
長
か
ら
正
当
性
に
関
す
る
事

項
に
つ
い
て
の
意
見
を
聴
き
、
租
税
特
別
措
置
の
整
理
合
理
化
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
。

六

会
計
検
査
に
お
け
る
租
税
特
別
措
置
の
実
施
状
況
に
関
す
る
検
査

会
計
検
査
院
は
、
毎
年
、
租
税
特
別
措
置
の
実
施
状
況
に
関
す
る
検
査
を
行
い
、
そ
の
検
査
方
針
、
検
査
結
果
、
所
見
等

を
国
会
に
提
出
さ
れ
る
検
査
報
告
書
に
掲
記
す
る
。

七

事
後
評
価
等
に
お
け
る
正
当
性
の
検
証
の
実
施
等

行
政
機
関
は
、
租
税
特
別
措
置
に
係
る
政
策
に
つ
い
て
事
後
評
価
を
継
続
的
に
行
い
、
そ
の
際
に
は
、
租
税
特
別
措
置
の

正
当
性
の
検
証
が
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
正
当
性
の
検
証
の
結
果
は
、
国
会
に
提
出
さ
れ
る
報
告
書
に
記
載
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

八

施
行
期
日
等
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１

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

適
用
実
態
調
査
・
国
会
へ
の
報
告
は
、
平
成
二
十
年
度
分
か
ら
適
用
す
る
。

３

平
成
二
十
年
度
に
つ
い
て
は
、
特
例
と
し
て
、
上
半
期
分
の
法
人
税
減
免
措
置
に
つ
き
、
適
用
数
及
び
減
収
額
の
集
計

並
び
に
統
計
の
作
成
を
行
い
、
平
成
二
十
一
年
一
月
三
十
一
日
ま
で
に
、
こ
れ
ら
を
記
載
し
た
報
告
書
を
国
会
に
提
出
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。


